
育児休業等支援コース

• 本コースでは、以下の２つの場合に助成金を支給します。

[1]育休取得時：育休復帰支援プラン(※)を作成し、プランに基づき育児休業
を取得させた場合

※育休復帰支援プラン・・・労働者の育児休業の取得・職場復帰を円滑にするため、育児休業
者ごとに事業主が作成する実施計画。休業に入る前の業務棚卸し
や引き継ぎの実施方法、休業中の職場情報の提供の実施などを盛
り込む。

[2]職場復帰時： [1]育休取得時の対象労働者について、育休終了後に職場復
帰させた場合

• 中小企業のみ対象です 。 ※ 中小企業の範囲についてはP.178参照

概要

「育休復帰支援プラン」を策定の上、育児休業の円滑な取得・職場復帰の取組を行っ
た場合に助成するものです。

支給額 支給人数/回数

[1]育休
取得時 30万円

１事業主２回まで

(無期雇用労働者・有期雇用労働
者 各１回)

[2]職場
復帰時 30万円

１事業主２回まで

(無期雇用労働者・有期雇用労働
者 各１回)

[3]育児休業等
に関する情報
公表加算

2万円※１
[1][2]のいずれかに加算して支給。

１事業主１回

支給額

※１ [1][2]のいずれかの助成金に、１回に限り加算して支給します。加算のみの受給はできません。
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支給申請
【育休取得時】

【育休取得時・職場復帰時】

「育休復帰支援プラン」等により、育児休業
の円滑な取得・職場復帰を支援する場合

就
業
規
則
等
の
規
定
化
・
周
知

育
児
休
業
（※

）

の
取
得

３
か
月
以
上

支
給
申
請
【
職
場
復
帰
時
】

継
続
雇
用
６
か
月

支給申請までの流れ
（育休取得時・職場復帰時）

（※）育児休業期間は産後休業の期間と通算して計算する場
合があります。各制度ごとのページをご参照ください。

情
報
及
び
資
料
の

提
供

支給要件

[1] 育休取得時

①
育休復帰支援プランにより労働者の育児休業の取
得・職場復帰を支援するという方針を周知している
こと

②
育児休業取得予定者と面談等を行い、「面談シー
ト」に記録した上で、育休復帰支援プランを作成す
ること

③
育休復帰支援プランに基づき、業務の引き継ぎを実
施していること

④
対象の労働者が連続３か月以上の育児休業を取得し
たこと

⑤
育児休業制度などを労働協約または就業規則に定め
ていること

注意：同一労働者の同一の育児休業について、出生時両立支援コース（第１種）との併給はできません。

※①～③は、対象労働者の休業開始日（産前/産後/育児休業の開始日の各
ケースあり。詳細は各項目を参照）の前日まで、⑤は対象労働者の育児休業
開始前に実施している必要があります。
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⑥
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動
計画を策定し、労働局に届け出ていること

⑦
対象労働者を育児休業の開始日において、雇用保険
被保険者として雇用していること

②
育児休業取得予定者と面談等を行い、「面談シー
ト」に記録した上で、育休復帰支援プランを作成す
ること

✔上司または人事労務担当者が面談を行います。
➢ 対面での面談が困難な場合は、電話、メールなどによる相談・調整でも構いません。

✔面談の結果を「面談シート」(【育】様式第２号) に記録してください。

✔ 面談結果を踏まえた上で、育休復帰支援プラン (【育】様式第３号) を作成します。
➢ 育休復帰支援プランには、以下の内容のいずれも盛り込む必要があります。

• 育児休業取得予定者の業務の整理、引き継ぎに関する事項
• 育児休業中の職務や業務内容に関する情報及び資料の提供に関する事項

➢ 対象労働者の休業開始日の前日(※)までに作成する必要があります。
※・産前休業から連続して産後休業・育児休業を取得する場合には、産前休業開始日の前日まで

・産後休業から連続して育児休業を取得する場合には、産後休業開始日の前日まで
・それ以外の場合は、育児休業開始日の前日まで

①
育休復帰支援プランにより労働者の育児休業の取
得・職場復帰を支援するという方針を周知している
こと

✔周知は、対象労働者の休業開始日の前日まで(※)に行う必要があります。
※・産前休業から連続して産後休業・育児休業を取得する場合には、産前休業開始日の前日まで

・産後休業から連続して育児休業を取得する場合には、産後休業開始日の前日まで
・それ以外の場合は、育児休業開始日の前日まで

✔周知方法は、明文化された文書等による必要があり、例えば以下のような
内容を就業規則に規定したり、社内報などで周知することが考えられます。
➢ プランそのものではなく、プランによる支援措置の実施方針（今回申請する労働者に限らず、今

後も実施していくという方針）の周知が必要であることに注意してください。

✔育休復帰支援プランにより、育児休業の円滑な取得・職場復帰を支援すると
いう方針が明確に読み取れる内容であることが必要です。

会社は、育児休業の取得を希望する労働者に対して、円滑な育児休業の取得及び職場
復帰を支援するために、当該労働者ごとに育休復帰支援プランを作成し、同プランに基
づく措置を実施する。同プランに基づく措置は、業務の整理・引き継ぎに係る支援、育
児休業中の職場に関する情報及び資料の提供を含むものとし、育児休業を取得する労働
者との面談により把握したニーズに合わせて定め、これを実施する。

就業規則への規定例
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✔育休復帰支援プランの作成例については、厚生労働省のホームページで紹介
しています。

• 育休復帰支援プランの作成方法については、ホームページに掲載
している「育休復帰支援プラン策定マニュアル」をご覧ください。

• また、仕事と家庭の両立支援プランナーによるプランの策定
支援も行っています。支援は無料で受けることができます。
ぜひご活用ください。

✔ 「育休復帰支援プラン策定マニュアル」を活用したものや、仕事と家庭の
両立支援プランナーによる支援を受けて作成したものであっても、本助
成金の要件を満たしていないプランは支給対象外となります。

イクプラ 検索

③
育休復帰支援プランに基づき、業務の引き継ぎを実
施していること

✔業務の引き継ぎは、休業開始日前日まで(※)に実施している必要があります。
※・産前休業から連続して産後休業・育児休業を取得する場合には、産前休業開始日の前日まで

・産後休業から連続して育児休業を取得する場合には、産後休業開始日の前日まで
・それ以外の場合は、育児休業開始日の前日まで
➢ 育休復帰プランによらず、すでに引き継ぎを終了している場合は、支給対象外となります。
➢対面による引き継ぎが困難な場合、電話、メール、書面による引き継ぎでもかまいません。

④
対象の労働者が連続３か月以上の育児休業を取得し
たこと

✔産後休業から引き続いて育児休業を取得する場合は、産後休業を含めて連
続３か月以上となっていれば支給対象となります。

✔育児休業期間に労使合意に基づき臨時的・一時的に就業した場合、育児休
業開始日を起算として全ての月において就業日数が10日（10日を超える場
合は就業している時間が80時間）以下の場合のみ本助成金の対象となりま
す。一方、労使合意に基づかない就業や、恒常的・定期的な就業は、育児
休業をしていることにはなりませんのでご注意ください。
厚生労働省HP「育児休業中の就労について」https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15420.html
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⑥
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動
計画を策定し、労働局に届け出ていること

✔一般事業主行動計画は、申請時点において有効である（申請日が行動計画
の期間内に含まれている）必要があります。

✔当該行動計画は、支給申請日までに、策定、届出、公表及び周知されてい
る必要があります。

✔プラチナくるみん認定を受けている事業主は、行動計画の策定・届出がな
くても支給対象となります。

⑦
対象労働者を育児休業の開始日において、雇用保険
被保険者として雇用していること

✔産後休業から連続して育児休業をする場合は、産後休業の開始日において、
雇用保険被保険者として雇用していることが必要です。

⑤
育児休業制度などを労働協約または就業規則に定め
ていること

✔以下の制度すべてを育児休業開始前に定めている必要があります。（育児・
介護休業法への委任規定は認められません。）
・育児・介護休業法第２条第１号に規定する育児休業
※育児・介護休業法第９条の２に規定する出生時育児休業（産後パパ育休）を含む。

・育児・介護休業法第23条に定める育児のための所定労働時間の短縮措置
※上記の規定は、申請日時点で施行されている育児・介護休業法の水準を満たしている必要が
あります。

✔育児休業に係る手続や賃金の取扱等について、労働協約または就業規則に規
定され、その規定の範囲内で運用していることが必要です。
※当該休業等期間を有給扱いにする等、法律を上回る措置を行う場合でも、実際の運用だけでな

く規定化されている必要があります。

✔常時雇用する労働者が10人未満で就業規則の作成・届出をしていない場合は、
制度が明文化されていて、労働者に周知されていることが必要です。

77



申請手続き

• 申請期限は、

・産後休業から連続して育児休業を取得した場合（下記①）は、産後休業開始日

・上記以外の場合（下記②③）は、育児休業開始日

から起算して３か月を経過する日の翌日から２か月以内です。

➢ 育児休業の終了を待たずに申請期限が終了することもありますので、ご注意ください。

• １事業主あたり２回まで支給します。

➢ 雇用期間の定めのない労働者と、有期雇用の労働者の各１人の合計２回

➢ 雇用期間の定めの有無の判定は、育休復帰支援プランの策定日時点で行います。

• 申請先は、申請事業主の本社等(※)の所在地にある労働局雇用環
境・均等部（室）です。

※人事労務管理の機能を有する部署が属する事業所をいいます。登記上の本店とは異なる
ことがあります。

• 郵送で申請する場合は、配達記録が残る方法で送付してくださ
い（簡易書留など）。

➢ 消印の日付が申請期間内であっても、労働局への到達日が申請期限を徒過していた場合
は申請を受け付けられません（期限内必着）ので、ご注意ください。
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①産後休業から連続して育児休業を取得する場合の申請例
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②産後休業を取得せず、育児休業のみを取得した場合の申請例
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③産後休業と育児休業が連続していない場合の申請例
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